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2018 年 11 月 13 日 

お伝えしたいポイント 

・ テクノロジーセクターを中心とした米国株の下落が懸念され国内株も大幅下落 

・ その他のセクターに対する懸念材料もあり全面安に 

・ ネガティブ材料に対する株価反応は行き過ぎ、相場には反発余地ありと判断 

 

＜テクノロジーセクターを中心とした米国株の下落が懸念され国内株も大幅下落＞

2018 年 11 月 13 日（現地、以下同じ）の国内株式市場は日経平均株価が前日比▲2.06％、TOPIX（東証株価指数）

が同▲2.00％と大きく下落しました。12 日の米国株式市場でハイテク株中心のナスダック指数が同▲2.78％と大きく

下落し、S&P500 指数もテクノロジーセクターを中心に幅広いセクターが下落し、同▲1.97％と下落しました。 

12 日の米国株の下落は業界を代表する大手企業に関するネガティブなニュースや米国の通商政策への懸念など

の悪材料が重なったことが原因です。 

具体的には、アップルの iPhone 向けに部品を供給している企業が業績見通しの下方修正を発表したこと等により、

アップル関連企業の株価が大幅に下落しました。また、ゴールドマン・サックス・グループが関与したと指摘されている

マレーシアの巨額不正事件に関連して、マレーシアの財務相から捜査対象の債券発行に伴う引受手数料の完全返

還を求められたこともネガティブ材料となりました。 

加えて、米国政府が「中国による知的財産権の侵害に対抗するため、輸出規制や起訴など新たな制裁措置を講じ

る構え」と報じられたことなどで米国の通商政策への懸念も高まりました。 

 

＜その他のセクターに対する懸念材料もあり全面安に＞ 

13 日の国内株式市場は電機セクターで上記米国株の下落を背景にスマートフォン関連銘柄が大きく下落したほか、

幅広いセクターが下落しほぼ全面安となりました。 

米国株の下落理由に加えて、12 日に日本工作機械工業会が発表した 2018 年 10 月の工作機械受注が 23 カ月ぶ

りの前年同月比マイナスに転じたことで、直近の決算発表で目立った中国向け資本財の減速があらためて意識され

たことや、軟調に推移している原油価格の下落が嫌気されました。また、13 日の朝方に、米国の商務省が通商拡大

法 232 条に基づき行っている国家安全保障上の理由で自動車および同部品の輸入に対して追加関税を課すか否か

の調査について、その報告書草案をホワイトハウスに配布したと報じられたことも相場の重しになりました。 

 

＜ネガティブ材料に対する株価反応は行き過ぎ、相場には反発余地ありと判断＞ 

13 日の国内株式市場の動きをみると、取引時間中の安値は午前 9 時台となり、その後は徐々に下落幅を縮小して

取引を終えました。株式市場参加者が今朝方の下げ幅は行き過ぎと判断し、買い戻しが入ったとみられ、我々も同様

の見方をしています。 

 

日本株の下落について 

～ 米国株安を材料に大幅下落も過剰反応の側面もある ～ 
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当資料のお取り扱いにおけるご注意 

■当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和投資信託により作成されたものであり、勧誘を目的としたものではありません。■当資料は、各種

の信頼できると考えられる情報源から作成していますが、その正確性・完全性が保証されているものではありません。■当資料の中で記載されている内容、数値、図表、意

見等は当資料作成時点のものであり、将来の成果を示唆・保証するものではなく、また今後予告なく変更されることがあります。■当資料中における運用実績等は、過去の

実績および結果を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。■当資料の中で個別企業名が記載されている場合、それらはあくまでも参考のため

に掲載したものであり、各企業の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み入れることを、示唆・保証するものではありません。 

販売会社等についてのお問い合わせ⇒大和投資信託 フリーダイヤル 0120-106212（営業日の 9:00～17:00） HP http://www.daiwa-am.co.jp/ 

 

 

 

これまで発表されている国内企業決算は一部分野で業況の鈍化がみられ、この点は懸念要因ではあるものの、全 

体としては増益基調を維持した底堅いものであったと考えます。2018 年 10 月の株価下落により PER（株価収益率）な

どの株価指標には既に割安感もあることから、一部分野の悪材料に対するさらなる株価の下値余地は限定的になっ

ているとみられます。 

今後の相場の注目点は、米中首脳会談の実現などによる米中貿易摩擦の緩和の進展や、中国経済の動向と考え

られ、これら材料に落ち着きや何らかの改善がみられれば、国内株式市場の割安感が注目されやすくなると考えてお

り、相場の反発余地はあると考えます。 
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お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店

担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して 大 1.24200％（但し、

低 2,700 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の外国

取引にあたっては約定代金に対して 大 0.97200％の国内取次手数料（税込）に加

え、現地情勢等に応じて決定される現地手数料および税金等が必要となります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動（裏付け資産の価格や収益力の変動を

含みます）による損失が生じるおそれがあります。また、外国株式等の売買等にあ

たっては価格変動のほかに為替相場の変動等による損失が生じるおそれがありま

す。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保

証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その

対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失が生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失が生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および運用

管理費用（信託報酬）等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には

価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示

が行われていないものもあります。 

 

商号等 ：大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、 

  一般社団法人第二種金融商品取引業協会 
 




